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令和４年11月定例会 経済委員会（付託）

令和４年12月６日（火）

〔委員会の概要 商工労働観光部関係〕

原委員長

ただいまから，経済委員会を開会いたします。（10時32分）

直ちに，議事に入ります。

これより，商工労働観光部関係の審査を行います。

商工労働観光部関係の付託議案については，さきの委員会において説明を聴取したとこ

ろでありますが，この際，理事者側から報告事項があればこれを受けることといたしま

す。

【報告事項】

○ 令和５年度に向けた商工労働観光部の施策の基本方針について（資料１）

○ 「徳島県観光振興基本計画（第４期）」の策定について（資料２）

梅田商工労働観光部長

この際，２点，御報告いたします。

お手元の資料１を御覧ください。

第１点目は，令和５年度に向けた商工労働観光部の施策の基本方針についてでございま

す。

まず，上段に記載の現状，課題でございます。

不安定な世界情勢を背景とした円安，物価高騰の影響の状況も踏まえ，長きにわたり本

県経済に大きな影響を及ぼしてきたコロナ禍からの回復を確実なものとし，将来のＳＤＧ

ｓ，カーボンニュートラル達成に向けた企業経営を促進すること，またインバウンド復

活，2025年大阪・関西万博のもたらす経済効果を最大限取り込むことを課題と捉え，本県

経済の未来を切り拓く施策を商工，労働，観光それぞれの分野で展開してまいります。
ひら

各分野ごとの施策の方向性につきまして，まず左の柱，県内企業の競争力強化では，経

営基盤の安定，強化といたしまして，資金繰り支援を通じた事業継続支援や，ものづくり

企業等の地域ブランド力強化と販路開拓支援などにより県内企業の経営基盤の強化を図っ

てまいります。

次に，ＤＸ，ＧＸによる収益力の向上では，ＤＸ，ＧＸの導入支援と活用人材の育成，

次世代“光”関連産業の創出と集積などにより，事業環境変化への対応と企業の生み出す

付加価値の増大を図ってまいります。

また，地域経済の新たな活力の創造では，成長する海外市場へのビジネス拡大やスター

トアップ，事業承継の円滑化などに取り組んでまいります。

中央の柱に移りまして，人材の確保，育成でございます。

働きやすい労働環境の整備といたしまして，良質なテレワークなどスマートワークや，

誰もが仕事と育児を両立できる職場環境づくりを推進してまいります。

また，多様な人材の活躍・地方への人材回帰といたしまして，女性，高齢者，障がい
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者，外国人，就職氷河期世代などへの多様な就労支援，県内企業の魅力発信によるＵＩＪ

ターン就職の促進，経営革新の実現に向けたプロ人材の確保など，県民の活躍促進と地方

回帰の流れを生かした人材の定着を図ってまいります。

さらに，人への投資の促進といたしまして，リスキリング，学び直しや企業を支える人

材の体系的な育成，若手技能者の養成と技能の向上などに取り組んでまいります。

右の柱の観光誘客の積極展開でございますが，まず大阪・関西万博に向けた戦略的プロ

モーションといたしまして，ウェブ，ＳＮＳ，多言語動画等による効果的な情報発信の強

化，海外有望市場における徳島の認知度向上など，好機を生かした誘客に取り組んでまい

ります。

また，受入体制とコンテンツの強化といたしまして，県内ＤＭＯと連携した旅行商品の

企画や，広域ＤＭＯとの連携による周遊観光の促進などに取り組んでまいります。

さらに，本県ならではの魅力の活用といたしまして，地域の伝統，文化，食，自然など

を生かしたサステナブルツーリズムの推進，アニメ・プロスポーツによるにぎわいの創出

など，本県ならではの魅力を生かした誘客に取り組んでまいります。

商工労働観光部におきましては，これらの施策を積極的に展開していくことにより，ポ

ストコロナ新時代における成長と分配の好循環の実現による徳島経済の発展を図ってまい

ります。

次に，資料２を御覧ください。

第２点目は，徳島県観光振興基本計画（第４期）の策定についてでございます。

本県では，観光振興に関する施策を戦略的かつ積極的に推進するため，徳島県観光振興

基本計画を策定しております。

まず，１の趣旨でございます。

現計画は令和元年８月に策定し，その後，新型コロナウイルス感染拡大による環境変化

を踏まえ令和３年３月に改定いたしましたが，今年度が計画期間の最終年度となることか

ら新たな基本計画を策定いたします。

計画の策定に向け，去る12月２日に知事から観光審議会に対して諮問を行い，現在，御

議論いただいているところであります。

２の計画の期間につきましては令和５年度から令和８年度までの４年間といたします。

３の計画の骨子といたしまして，重要な成果指標である宿泊者数と観光消費額の増加を

図ること，各主体の役割や目標を明確にした上で年度ごとに進捗管理を行うことなどの方

針の下，官民一体のオール徳島での観光振興の推進体制強化，旅行者のニーズに応える観

光コンテンツの充実など，五つの基本施策を掲げております。

今後，県議会における御論議，また観光審議会における御審議をはじめパブリックコメ

ントにおいて県民の皆様から御意見，御提言を頂きながら計画策定を進めてまいります。

報告につきましては以上でございます。

御審議のほど，よろしくお願いいたします。

原委員長

以上で報告は終わりました。

これより質疑に入ります。
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それでは，質疑をどうぞ。

喜多委員

ただいま部長から，徳島県観光振興基本計画の第４期の策定について御報告がありまし

た。そして，先日に観光審議会が開催されたとのことでしたが，委員さんから頂いた意見

は具体的にどのようなものがあったか紹介をお願いいたします。

利穗観光政策課長

ただいま喜多委員から，観光振興基本計画第４期の策定について観光審議会が開催され

ましたが，その中で委員さんの御意見はどのようなものであったかといった御質問でござ

います。

先ほど部長から報告を申し上げましたとおり，県では観光振興に関する施策を戦略的か

つ積極的に推進するため徳島県観光振興基本計画を策定しております。今年度が現計画の

第３期の最終年度に当たりますことから，令和５年度から令和８年度の次の４年間の新た

な観光振興基本計画を策定するために，去る12月２日に観光審議会に対しまして知事から

諮問を行いますとともに，各委員から今後の観光施策についての御意見を伺ったところで

ございます。出席された19名の委員の皆様から多岐にわたる御意見を頂いたところでござ

いまして，主な意見を御紹介させていただきます。

まず，県民に地元の観光コンテンツを知ってもらう必要がある，また観光を担う人材不

足が深刻であり対策が必要といった推進体制に関するもの。また，体験型サステナブルス

ポーツ食など徳島にしかない魅力を打ち出すことで移住にもつながる，コロナで人の興味

自体が変遷しており阿波おどりなど既存のコンテンツを若い世代に向けて面白い新しい見

せ方をすべきなどコンテンツに関するもの。車椅子の方の入浴施設が整備されていないと

いうことで旅行を諦める人がいると聞いていると，施設のバリアフリー，ストレスフリー

の対応は大事，また団体より個人での志向が強まっているが二次交通を強化すべきではな

いかなど受入環境整備に関するもの。

また，県外ＰＲにもより力を注ぎ，旅行商品化には半年前には旅行会社に情報提供をす

る必要があると，なお旅行者はＳＮＳから情報を取ってることが多いということで，イン

フルエンサーなど影響力のある人に情報発信をという情報発信に関すること。

最後には，インバウンドにつきましても欧米は団体より個人と，特に体験型観光や文化

に興味があると，またインバウンドは今はまだ完全回復には至ってませんが，万博に向け

て外国人旅行者にいかに県内で消費してもらえるかを検討すべきといったような御意見を

頂いたところでございます。

喜多委員

いろいろ御意見があったようでございます。推進体制に関するものとかコンテンツ，受

入環境整備，情報発信，そしてインバウンドということで，どの御意見も今後の観光政策

には大変重要な意見だと思っております。

資料２には第４期計画の骨子がありますが，各委員さんの御意見を踏まえ今回どのよう

な新たな要素を盛り込んだ基本施策の下，計画を策定していくのかお伺いいたします。
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利穗観光政策課長

ただいま喜多委員から，この御意見を踏まえて今回どのような新たな要素を盛り込んだ

基本施策の下，計画を策定していくのかという御質問を頂いております。

現計画の策定時であります令和元年には全く予想もしていなかった，新型コロナウイル

スの感染拡大がもたらした新しい生活様式の普及でありますとかデジタル化の進展，人々

の価値観の変容などのパラダイムシフトによりまして，県の観光施策も大きく変わってい

くことになると考えております。

この度の骨子案はこのような環境の変化に加えまして，2025年の大阪・関西万博，2027

年のワールドマスターズゲームズの開催など，本県特有の状況も踏まえまして推進体制の

強化，コンテンツの充実，受入環境整備，情報発信・誘客営業の強化，また今後ビッグイ

ベントを控え絶好の機会を迎えますインバウンド誘客の五つの基本方針を柱に，審議会で

お諮りさせていただいたところでございます。

先ほど御紹介させていただきました審議会での御意見を踏まえまして新たな要素として

具体的に申し上げますと，基本施策の五つにおきまして，推進体制強化におきましては行

政，事業者，ＤＭＯ観光推進協議会等，様々な組織の主体的な参画，それから観光産業を

支える人材の確保，育成。それから，コンテンツの充実につきましては本県での強みであ

りますサステナブルツーリズムの推進，既存コンテンツの新しい見せ方。また，受入環境

整備につきましては観光施設，宿泊施設のバリアフリー，ストレスフリー対応。また，情

報発信誘客営業の強化につきましてはデジタルマーケティング，ＳＮＳ，インフルエン

サー等の有効活用。最後になりますが，インバウンド誘客の推進につきましては万博を訪

れる訪日外国人の周遊促進のための旅行商品造成などの取組を，今後の新たに計画に盛り

込んでまいりたいと考えております。

そのほか，国の観光立国推進基本計画も改定の動きがあることから，その方向性も見な

がらという御意見も頂いておりますので，今後，県におきましてもこういった御意見も含

めまして計画の素案の策定を進めてまいりたいと考えております。

喜多委員

分かりました。各委員さんの御意見をしっかりと踏まえた計画の策定をお願いしたいと

思いますが，今話がありました徳島県観光振興基本計画（第４期）の計画策定スケジュー

ルについてお願いいたします。

利穗観光政策課長

喜多委員から，今後の第４期の計画策定のスケジュールについて御質問を頂きました。

今後２月を目途に次期計画の素案を作成しまして，観光審議会も同時期に開催して御意

見を頂きたいと考えております。その後，県議会に対しましても素案を御報告しまして御

論議を頂くとともに，パブリックコメントにより県民の皆さんの御意見も頂いた上で策定

を進めてまいりたいと考えております。

喜多委員
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コロナが３年目を迎えようとしております。観光業界についてもコロナ禍から一刻も早

く回復して，今後控える大阪・関西万博などビッグイベントに国内外の多くの観光客の

方々にお越しいただき，本県の観光を楽しんでいただくには今から官民一体となって計画

的に取り組むことが必要と思います。そのために，実効性のある計画となるようしっかり

と取り組んでいただきたいと思います。

次に，９月の委員会でも９月補正予算のサステナブル観光・外国人誘客推進事業におけ

るドイツでの観光プロモーションについて質問いたしました。現在どのような状況でしょ

うか。

また，先日の本会議においても酒池副知事より，ドイツでサステナブル観光と国際ＭＩ

ＣＥについて自らプレゼンテーションを行う旨の発言がありましたが，その内容について

併せてお伺いいたします。

泉観光政策課広域観光担当室長

ただいま喜多委員より，ドイツにおける観光プロモーションについて，その状況と内容

についてお問い合わせいただきました。

ドイツ・ニーダーザクセン州友好交流提携15周年記念事業における観光プロモーション

につきましては，まず本県が世界に誇る阿波おどりの指導者を派遣し，12月18日に日独協

会主催により，ハノーファー市の旧市庁舎で行われる交流イベントのジャパンデーにおき

まして，来場者の皆様と一緒に踊る阿波おどりを実施します。次いで，12月19日にはオル

デンブルク市のＩＧＳフレーテンタイッヒ校を訪問し，生徒に阿波おどりの歴史や踊り方

を学んでもらうワークショップを行います。続いて，ニーダーザクセン州・首相主催のレ

セプションにおきまして阿波おどりを披露いたします。

また，旅行愛好家に影響力のある現地メディアを活用したプロモーションといたしまし

て，ジャパンデーの会場における観光ブースの設置，ウェブ上にドイツ向けランディング

ページを設置し本県観光の認知度向上を図るとともに，ウェブアンケートによりドイツ人

の旅行ニーズを調査します。また，現地旅行者のリアル店舗におきましてＰＲを行いま

す。

さらに，12月20日には酒池副知事より，ニーダーザクセン州の観光協会である観光マー

ケティング・ニーダーザクセンにおいて州政府関係者等に対し祖谷渓，ゼロ・ウェイス

ト，ＤＭＶなど本県の強みであるサステナブルツーリズムをはじめとする観光コンテンツ

や国際ＭＩＣＥ誘致に向けた制度等の紹介など，本県観光の魅力をしっかりと伝えます。

喜多委員

分かりました。ドイツに加えて米国にも行くとのことでしたが，米国での事業内容につ

いても教えてください。また，ドイツ，米国とプロモーションを続けた後，その成果を踏

まえその後のインバウンド展開にどうつなげていくのか，お伺いをいたします。

泉観光政策課広域観光担当室長

ただいま喜多委員より，米国における観光プロモーションについての内容と，ドイツ，

米国とプロモーションを続けた後にどう展開していくかについてお問い合わせいただきま
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した。

米国は本県の外国人宿泊者数におきまして全体で４位，欧米の中で１位となっており，

さらにはサステナブルツーリズムやＤＭＶに関心が高く，今後，誘客数の高い伸びが期待

できます。そこで，県内ＤＭＯの連携を生かした新たな取組として，米国をターゲットと

したプロモーションを展開することとしています。

具体的には，来年２月18日から19日の２日間，ロサンゼルスで開催される米国最大級の

旅行博ＬＡＴＡＳに出展し，サステナブルツーリズムに関心の高い一般消費者や観光業界

関係者に向け本県の魅力を積極的にＰＲします。渡航メンバーとしては観光政策課，西

部・南部各県民局，ＤＭＯ，県内観光関連事業者を予定しており，日程は調整中ですが，

現地旅行者に対しファムツアーの招請や国際ＭＩＣＥ誘致に向けた営業活動を行います。

また，ドイツ，米国のプロモーションの成果を今後どのように生かしていくかについて

でございますが，両国それぞれにおきまして関連の政府機関や現地旅行者あるいは旅行関

係団体といったところに営業いたしますので，帰国後もＳＮＳやメール等を通じて現地で

頂いたお問合せへの回答，興味を持っていただいた情報の追加情報の発信，さらには本県

観光の最新情報を随時発信していきます。

また，現地プロモーションや営業で得たデータ，本県が欧米に本格展開する上での観光

コンテンツや旅行ルート，情報発信等における課題や強みなどを整理して改善や磨き上げ

に努めるとともに，改善したコンテンツなどを再度ドイツ，米国の旅行会社等と協議させ

ていただき，適当な時期に旅行造成を前提とした下見やファムツアーで来ていただけるよ

うに条件を整えていければと思います。同時に，ドイツ，米国はそれぞれ欧米の核となる

地であり，現地の旅行会社もグローバルに支店や本店を持つ会社が相当数あると考えられ

ますので，まずはドイツ，米国の旅行会社のカウンターパートに徳島のファンになってい

ただき，彼らの知己やネットワークを通じて他地域にも広くプロモーションの横展開を

狙っていければと考えております。

こうしたことから，ドイツ，米国でのプロモーションにまずは全力を注いで，しっかり

と本県の観光ＰＲと，現地旅行会社等との関係構築に努めてまいりたいと考えておりま

す。これらの取組により，旅行商品の造成や国際ＭＩＣＥ誘致を実現するとともに，更な

る市場拡大を図り，アフターコロナや大阪・関西万博を見据えた本県観光の更なる飛躍へ

とつなげてまいります。

喜多委員

今回の友好交流提携15周年を機会に更なるインバウンド誘客の拡大に向けて，今回のド

イツ，米国へのプロモーションを生かしてしっかりと取り組んでいただきますようお願い

して終わります。

西沢委員

人材の育成ということで，これからの時代というのはコンピューター，ＡＩですね。コ

ンピューターの人間に対する補助ができない部分が，人材育成にとって大事なんじゃない

かと。ＡＩというのはものすごい量を蓄積して，それをいろいろ利用していろんなものを

作り上げていくとか，そういうような分野は得意なんだけど，ものを考える分野ではまだ
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難しいと思うんです。そういうものを作る発想力というようなものを人材育成の中心に挙

げるということは，これからの時代は大切なんじゃないかなと思うんです。

例えば，１年に１回か２回，発明展なんか開いたりしますよね。あれは発想力の強化と

いう意味では役立つと思うんですけれども，そういう発明の勧めとか発想力の勧めとか，

そういうのをどんどんいろんな意味で強化していく。だから，発想力では，みんなが集

まって発想力を競い合うとか，単なる発明展とかいうだけでなくて，もっともっとそうい

うのを強化していけば，これからの時代のいい人材ができていくんじゃないかなという気

はするんです。

これは教育委員会のほうでもそうですけれども，教育委員会でも学校で教えるのをそう

いう発想力を中心にした授業とか，そのための自然観察とか，そんなものを強化して人材

育成を図っていくということが，これからやるには一番いいんじゃないかなと思うんです

けども，どうでしょうか。これは初めての話なんで検討してもらうしかないんだけど，今

すぐ答えが出ますか。

三宅企業支援課長

西沢委員から，これからの人材育成には発想力を高めるようなことが必要ではないかと

いう御質問でございますが，本県では中小企業の強い組織づくりの支援のために，各セミ

ナー等を通じて経営の核となる人材育成と，経営課題解決のための専門家派遣を一体的に

実施しており，知事を館長といたします，とくしま経営塾平成長久館を開校しているとこ

ろでございます。この長久館では，経営トップ，中間管理者，現場管理者といった研修の

対象となる人材の階層別，また分野別に総合的，体系的に企業や県民の皆様に分かりやす

くお示しして講座を開いているところでございます。

西沢委員のおっしゃいますように，発想力を高めるということは企業経営の中でも非常

に重要なことだというふうに認識しておりますので，今後，長久館の来年度の講座等を考

えていく中で，発想力を高めるような講座等もメニューの中に含めていくような形で検討

してまいりたいと思います。

西沢委員

商工ですから企業というのが中心になると思うんですが，そういう企業の中だけの発想

力じゃなくて県民全体，いろんな集まりとかいろんな発明展とか，競い合うところとかい

ろんなところで盛り上げていく。そうすると，自然と企業力も上がっていくということに

なると思うんで，ちょっと範囲は広がりますけれども，そういうふうに今までやってきた

程度でなくて，一桁違うぐらいの加速で進めていったら10年後ぐらいにはすごい発想力の

強い県になるんじゃないかなと思うんです。子供から大人までそういうのもやっていただ

けたらなと，これは要望で終えておきます。そういうことをどんどん強化してほしいとい

う思いです。

それから，今日の資料の中で入ってないのが，巨大災害の発想力がないんじゃないかな

という気がします。今，南海トラフ地震がもう目の前に迫ってる中で，一番問題なのは各

沿岸部の特に企業なんかはどうなるかということです。そういうのをどないかちょっとで

も安全な方向に，または来てもバックアップ的なものを。企業そのものの在り方をやっぱ
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り考えないと，各会社や各企業が考えてることはあるんでしょうけれども，現状で考える

となかなか難しいですね。

だから，そこらの発想をどういうふうなことをしていけばいいのかというのはまだまだ

考えないかんと思うんですけれども，やっぱりそれらの強化策がなかったら，来たらそれ

で終わりちゃうという程度では駄目なんで，できるだけ被害が少なくなるような方向性を

この中にも。多分，これと匹敵するくらいでかい問題だと思うんで，いかがですか。これ

はこの中に全然入ってないやつですから。

原委員長

小休します。（11時01分）

原委員長

再開します。（11時02分）

出口商工政策課長

ただいま西沢委員より，企業防災についてのお問合せがございました。

御承知のとおり，徳島県では，特に津波災害であるとか最近ゲリラ豪雨，豪雨災害等が

非常に激しくなってきておりますので，それらに対応したＢＣＰを既に全国に先駆けまし

て平成19年３月にマニュアル化してございます。

それで，現在，徳島大学の中野特命教授であるとか湯浅講師の御協力も頂きながら毎

年，経済団体の中央会の御協力も頂きながらセミナーを開催して，できるだけＢＣＰ策定

の企業の輪を広げていく取組をしております。現在ですけれども……

（「いいです。ちょっと方向性が違うんで。」と言う者あり）

西沢委員

ちょっと方向性が違うんで先に言わせてもらいます。さっき言いましたように，各企業

はそういうＢＣＰの関係で自己防衛を図ってるのは事実です。でも，それだけでいけるん

かといったら，企業というのは自分の企業だけじゃないですから，いろんな流通の中で企

業同士のいろいろな関連の中で企業が成り立っている，又は消費してくれる人がおって成

り立っていきよるんです。自分の企業のＢＣＰだけでこれができるというのはちょっと難

しいんですよ。いろんな関連があって企業というのは成り立っていってる。

だから，例えば徳島県がばさっとやられたときには，鳥取県との防災協定があります

ね。鳥取県の商工同士のつながりの中で，できるだけフォローしてもらうような仕掛けを

作るとか，それはお互いですよ，そういうことを考えるとかいうふうに，一企業じゃなく

てもっと大きな範囲の中で助け合いをするような，全く違う角度のものもいるんじゃない

かなと。そうじゃないと各企業だけではなかなか難しいと，私は思うんです。

出口商工政策課長

ただいま西沢委員より，個の企業の独自防衛に限らず，企業は単独に存在するのではな

くサプライチェーンの一員であるから，そこにも配慮した取組が必要でないのかという御
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質問がございました。

先ほどちょっと中途だったんですけれども，説明させていただいたＢＣＰマニュアルと

いうのは，まずは自社の従業員であるとか建物であるとか，設備とかの資産，保有財産を

守るというのが一つ目にございます。

ただ，社会的な存在，社会的な役割を担っていることから，サプライチェーンが途絶え

たら，まずその企業にはコアな事業を洗い出していただきまして，被災後に人命の安全を

確認した後，どの業務を社会的な責任から一番最初に復旧，復興していくのかというよう

な業務の洗い出しをしていただきまして，これをじゃあ１週間以内とか２週間以内に立ち

上げるために自社だけでは無理な場合は，サプライチェーンの中で他社からこの部品の供

給を得るとか，この設備を借りるというところで，自分のところに任された社会的な役割

ができるだけ早く復旧できるようなマニュアルを作っていただいて，その場を増やしてい

ただいてるところでございます。

西沢委員

そういうことを分かって言ってるんですけれども，現在の位置でかなりやられてしまう

と，企業そのものがポシャってしまうという，なかなか動かせない企業がある状態の中

で，企業防衛というのは非常に難しいですよね。例えば，役場とかで災害にやられてしま

うというときは違うところを拠点にするようにやって作ってますね。だから，企業もそこ

だけじゃなくて違うところも含めて，そこが中心になっても構いませんけれども，また違

う二次的なところもやってもらうような，例えば津波にやられないようなところに企業団

地を造るとか，要するに地域を丸ごと考えていく，もっと広く考えていく。そして，その

中で自分らの努力だけじゃ足りないところはさっき言ったように他県に応援を願う。鳥取

県と応援協定を結んでるんだから，そこは災害の形態が違うところですから，お互いの協

力の中で足らないところはそれを求めるような方向に持っていくとか。要するに，ちょっ

と範囲を広げた中でいろんなやり方というのを進めていかんかったら，多分，今やってる

ＢＣＰが当然あるし，サプライチェーンの中で広げていくというやり方もあるけれども，

現状を打破するのはなかなか難しいんじゃないかなという思いはします。

だから，これが格好だけかどうかはよく分からんけど，格好だけであるんであればそれ

は無駄な話です。ただ，さっき言いましたように，まず人材を，従業員の安否確認とかそ

ういうことはできますけど，それだけではその企業を保たせるということはかなり厳しい

状態もある。人のことも言えません，うちの企業も一緒ですけれども，そういう違うとこ

ろに持っていくという余力もなかなかないから厳しいところはあるかも分かりませんけ

ど，そういう方向へ持っていく努力も必要なんじゃないかな。もっと大きい目線の中で，

企業防衛みたいなものを考えていく必要があるんじゃないかなという思いはします。これ

は今言ってもすぐ結論は出ませんから，こういうことも考えてほしいなということでこれ

でとどめます。

梶原委員

観光施策について何点かお伺いいたします。

先月の11月27日に公明党として，四国の運輸局の代表とか前の国交大臣の赤羽衆議院議
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員に来ていただいて，県内の主な交通観光事業者の方から意見を伺う機会がありまして，

徳島県観光立国推進懇話会というのをしていただきました。そこで，様々な今のコロナ禍

の中で課題等が出ましたので何点かお伺いします。

先ほど利穗課長さんのほうからも審議会での意見の内容が出たんですけれども，懇話会

でも一番多く声があったのが，やっぱりとにかく人手がないと。コロナ禍がこれだけ長く

なるとは思ってなくて，離職をされた方もかなりおられるということで，そういう方が

戻ってこないと。今ちょうど観光などもスタートしたばっかりで，これから盛り返そうと

いうところなんですけれども，とにかく人がいないので，その確保に四苦八苦してるとい

う意見をほとんどの観光業者の方が言われておりまして，先ほども審議会でそういう意見

があったというお話がありましたけれども，これは県として人材不足に何か支援できるこ

とはないか，お伺いしたいと思います。

利穗観光政策課長

梶原委員から，観光について人材不足があるということで，県としてはどのような取組

をしてるのかといった御質問を頂きました。

観光の観点から申し上げますと，2025年の大阪・関西万博の開催を控えまして国内外か

ら本県への誘客を図る絶好の機会であるということで，今正に観光産業を成長産業として

定着させる重要な時期であると考えております。さらに，サステナブルツーリズムであり

ますとか新しい旅行スタイル，観光トレンドへの対応など，コロナ後を見据えた新たな観

光の形も求められてるといったところがございまして，こうした観光産業を取り巻く変化

に柔軟に対応できる観光人材を育成するために，産官学連携によります学びの場，とくし

ま観光アカデミーというのを令和２年度から開講しているところでございます。

このアカデミーにつきましては，観光人材の即戦力の強化，次代の観光産業の担い手を

育成，地域で活動する観光人材の創出を図るため，観光事業従事者，社会人を対象とした

ビジネスコース，高校生，大学生，社会人を対象としましたチャレンジコース，ボラン

ティアガイドやアクティブシニアを対象とした地域で活躍コースの三つのコースを設けて

おります。本年度におきましても，徳島大学とイーストとくしま観光推進機構と連携しま

して，より多くの方に日本の観光産業のトップランナーである講師陣の最先端の観光地域

づくりの考え方や，先進地域の成功事例などを学んでいただける機会を提供させていただ

いてるところでございます。

今後とも県内観光事業者の皆様をはじめまして，地域連携ＤＭＯでありますとか経済団

体，高等教育機関の皆様との連携の下，観光産業の成長に向けまして本県の宝となる観光

人材の継続的な育成にしっかりと取り組んでまいりたいと考えております。

梶原委員

分かりました。私もそういう取組をされてるというのはちょっと存じ上げておりません

で，今三つのコースで学ばれてるという方がおられるという，今年度は何名ぐらいの方が

学ばれているんでしょうか。

利穗観光政策課長
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ただいま梶原委員から，とくしま観光アカデミーの今回の受講者数についてでございま

す。

このコースは先ほど申し上げましたけれども，三つのコースから成っておりまして，各

コース定員30名となっておりますが，まずビジネスコースにつきましては44名，チャレン

ジコースにつきましては38名，地域で活躍コースにつきましては51名，延べ133名の方々

が受講されているといった状況でございます。

梶原委員

分かりました。133名，本当に貴重な人材育成ということで大事な事業かと思いますの

で，引き続いてしっかりとやっていただきたいと思います。これは定員がそれぞれ30名で

すか，これはかなり超過してるんですけれども，これから定員をどんどん増やしていくみ

たいなことも考えられてるんですか。

利穗観光政策課長

ただいま梶原委員から，観光アカデミーの定員について御質問を頂きました。

現在30名ですけれども，状況を見ながらまた検討してまいりたいと考えております。

梶原委員

次に，今，人材不足ということでお伺いしましたけれども，やっぱり日本人の方がなか

なか確保できないということで，これからは外国人の方に頼らざるを得ないという声が観

光事業者の方からもありまして，今日見させていただいた令和５年度に向けた基本方針の

中でも，多様な人材の活躍，地方への人材回帰ということで，その中で外国人の就労支援

も行っていくというふうに書いてあるんですけれども，これはどういった取組を考えられ

てるのか，教えていただきたいと思います。

井上労働雇用戦略課長

ただいま梶原委員から，外国人の就労支援の取組について御質問がございました。

県におきましては，こういった外国人材の支援という部分につきましては，まず外国人

の人材の雇用コーディネーターを労働者福祉協議会に配置いたしまして，企業や外国人材

のニーズを把握しながら採用に係る留意点，また採用後のサポートに係る情報発信などを

行いまして，人材の採用や定着を支援しているところでございます。

また，県内の大学ですとか経済団体などと連携いたしまして，県内での就職に関心のあ

る外国人留学生をはじめ県内在住の外国人の方々，外国人材の雇用を希望している企業と

のグローバルキャリアフェア，就職面接会などを開催しているところでございます。

さらに，県内の在住外国人や留学生などを対象にいたしまして，スキルアップに向けた

自動車運転免許取得支援講座などをはじめまして，就労に必要な能力の獲得を促進する各

種講座を実施しているところでございます。

こうした取組を推進いたしまして，今後とも外国人材の県内就職はもとより，職場定着

を促進してまいりたいというふうに考えております。
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梶原委員

分かりました。これは県のほうからも様々な情報提供を，観光業界と外国人の方を結び

つけるための取組をやっていかれるとは思うんですけれども，対象になる県内在住の外国

人の方というのは，留学生じゃなくて徳島に定住されてる方を対象ということですか。

井上労働雇用戦略課長

ただいま梶原委員から，事業の対象についてのお話がございました。

こういった事業の対象につきましては，幅広く県内在住の外国人の方々，また外国人留

学生についても対象にして幅広く対応しているところでございます。

梶原委員

分かりました。これも観光アカデミーと同じく大事な事業だと思いますので，しっかり

うまくマッチングができるように積極的にやっていっていただきたいと思います。

それと，これからゼロゼロ融資の返済が始まって，企業の資金繰りが大変難しくなると

いうお声がありました。特に，大きな施設を抱えてるところとかは，本当に立ち行かなく

なるんじゃないかということで，大変心配されてる業者さんもおられたんですが，この点

については本会議でも出てたような気がするんですけれども，県としてどのような支援策

を考えられてるのか，教えていただきたいと思います。

三宅企業支援課長

梶原委員から，ゼロゼロ融資の返済が始まるに当たって，資金繰り支援についての御質

問でございます。

長く続いておりますコロナ禍で物価高騰が続いてることから，県としては伴走支援型経

営改善資金とか経済変動対策資金，物価高騰緊急対策枠等の借換え可能な資金を創設し

て，これまで資金繰り支援を行ってきたところでございます。先日成立いたしました国の

令和４年度第二次補正予算におきまして，民間のゼロゼロ融資，実質無利子，無担保融資

からの借換え事業に加えまして，他の保証付き融資からの借換えとか新たな資金需要に対

応するため，新たな保証制度が創設されることとなりました。

これにつきましては，新型コロナウイルス感染症の影響の下で債務が増大しております

中小企業者等の返済負担の軽減を図るとともに，新たな資金需要にも対応できるよう資金

繰りの円滑化を目指すものでございます。こちらの概要といたしましては，保証限度額１

億円，保証期間10年以内，据置期間５年以内，あと保証料につきましては国の補助後0.2

パーセントとなっておりまして，あと100パーセント保証の融資の借換えにつきましては

100パーセント保証での借換えを可能とするという内容となっております。また，要件と

いたしまして，現在の伴走支援型特別保証制度の要件でございます売上高の一定程度の減

少に加えまして，今回利益率の一定程度の減少という要件も追加となると聞いておりま

す。これに加えまして，金融機関の継続的な伴走支援を受けるということになっておりま

す。

今後につきましては，代表質問で岡本議員の御質問に知事からお答えしたところではご

ざいますけれども，現在，国におきましてそのスタート時期も含めまして，新たな保証制
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度の詳細な設計を行っているところと聞いておりますので，内容が判明次第，直ちに対応

できますように信用保証協会，金融機関，各支援機関と連携してまいりたいと思います。

梶原委員

分かりました。支援の借換え保証制度ですか，この二次補正の内容が判明次第とおっ

しゃったんですけれども，いつぐらいに具体的な内容が出る見込みなんですか。

三宅企業支援課長

新たな保証制度のスタートの時期ですけれども，今のところ国のほうからいつ頃になる

という，名前も含めて明確な提示がございませんので，それを待って，出ましたら直ちに

対応したいと考えております。

梶原委員

本当にこれはゼロゼロ融資とほぼ同じような内容が継続してできればいいなとは思って

るんですけれども，とにかく業者の方にとってはこれが命綱になると思いますし，信用保

証協会も関わってくるかと思いますので，またしっかりとした支援をお願いして，県内の

企業さんをしっかり守っていただきたいと思いますので，よろしくお願いします。

それともう一つが，やっぱりこのインバウンドの需要に対して非常に大きな期待をして

いるというお話も出まして，このインバウンドについて最近の状況と今後の見通しについ

てはどういうふうなのか，教えていただきたいと思います。

泉観光政策課広域観光担当室長

ただいま梶原委員より，本県のインバウンドの現況について御質問を頂きました。

インバウンドにつきましては，国により６月10日に外国人観光客の受入れが約２年２か

月ぶりに再開され，さらには10月11日より入国者数の上限撤廃や個人旅行の解禁など，更

なる水際対策の緩和が行われたところです。

観光庁の統計によりますと，全国におきましては，外国人延べ宿泊者数が９月において

81万5,750人泊，2019年の同月比でマイナス90.1パーセント，前年の同月比でプラス179.0

パーセントだったところ，水際対策が大きく緩和された10月につきましては216万3,780人

泊，コロナ前の2019年の同月比でマイナス78.9パーセント，前年の同月比でプラス594.3

パーセントと増加しております。10月につきましては，まだ県別の数字が公表されており

ませんが，９月の本県の外国人延べ宿泊者数につきましては960人泊，2019年同月比でマ

イナス90.0パーセント，前年の同月比でプラス174.3パーセントと，全国と同様の傾向と

なっております。

コロナ前におきまして，外国人延べ宿泊者数第１位であった香港からのツアーがいち早

く再開され，以降，外国人観光客は増加傾向にありまして，例えば渦の道の外国人入場者

数を見ましても，９月は団体が37人，個人が０人だったところ，11月は団体が422人，個

人が208人と，個人，団体とも増加してきております。また，宿泊事業者からは東アジア

はもとより欧米豪からの宿泊予約や問合せが急増していると聞いておりまして，インバウ

ンド回復に向けた兆しがみられるところです。
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今後もインバウンドの完全回復と本県観光の更なる飛躍へと着実につなげるため，９月

補正予算でお認めいただいたドイツ，米国への誘客プロモーションをはじめ，引き続きイ

ンバウンド誘客の拡大に向けた観光プロモーションを積極的に行ってまいります。

梶原委員

分かりました。団体，個人客ともに増加しているということなんですけれども，これは

特に香港からが多いんですか。

泉観光政策課広域観光担当室長

ただいま梶原委員より，本県の受入れの国について，特に香港について多いかというこ

とについてお問い合わせいただきました。

渦の道につきましては，７月30日にＥＧＬ Ｔｏｕｒｓさんのツアーが再開され，以

降，定期的なツアーが来ておりますので，香港が多い形となっております。あと，10月11

日に個人旅行が解禁されてからは，ドイツやアメリカそしてオーストラリアといった，い

わゆる欧米豪の国からの誘客もございます。

あと，先ほど外国人延べ宿泊者数について述べましたけれども，従業員数が10人以上の

宿泊施設の統計ですと，やはりそちらのほうではアメリカ，香港といったところからの宿

泊者数が多い形となっておりまして，やはり本県の強みであるサステナブルツーリズムが

刺さっているのかとか，香港からはコロナ前に誘客数が１位だったところがいち早く復活

してきているのかなと，推察しているところでございます。

梶原委員

コロナ禍前からやっぱり香港が特に多いということでお聞きしています。この前も申し

ましたけれども，県の上海事務所があるので，台湾も面白いマーケットですから，台湾，

韓国，中国本土にウイングをしっかり広げていただいて，どんどん集客を図っていただき

たいと思います。

最後に，これは９月議会でもお聞きしたかと思うんですけれども，外国から来られてる

方のマスクの着用の対応としては，国が新たなマスク着用についてのガイドラインを設け

たように聞いてるんですが，県内においてはどういうふうな対応をされてるのか，教えて

いただきたいと思います。

泉観光政策課広域観光担当室長

ただいま梶原委員より，県内における外国人観光客に対するマスク着用への対応につい

て御質問を頂きました。

各宿泊事業者とか観光施設の方からのお話によりますと，基本的にはツアーの行程にお

きまして屋外においては状況によりマスクを外すと。室内におきましては，食べるときは

もちろんマスクを外すんですけれども，基本的にはマスクを付けていただくようお願いし

ていただいているところでございます。

梶原委員
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分かりました。ほかにも様々な御意見が出たんですけれども，これは国の問題だとは思

うんですが，ＧｏＴｏトラベルのルールが地方任せで，47都道府県のルールがそれぞれ違

うということですね。それが混乱の一つの原因になってるみたいな話も出ました。

また，今は電子クーポンとか電子ＱＲコードという方法もあるらしくて，それが使えな

い人が多いみたいな意見もありまして，国のほうでもこれから改善してくるんだとは思う

んですが，また県のほうでも支援ができるような点がありましたら，その辺もしっかり支

援をしていただきたいと思います。

第８波で業績の回復はこれからだと思うんですけれども，県の積極的な御支援をお願い

して終わりたいと思います。ありがとうございました。

達田委員

今回示されました令和５年度に向けた商工労働観光部の施策の基本方針にも関わるんで

すけれども，この二つ目の人材の確保，育成というところで，働きやすい労働環境の整備

ということが挙げられています。良質なテレワーク等，またスマートワークの推進とか，

誰もが仕事と育児を両立できる職場環境づくりの推進ということが掲げられております。

今，子供の数が減ってきているんですけれども，保育所とかそういうところに対する

ニーズというのが非常に多くなってきているんではないかと思います。それで，徳島県に

おいて働きやすい労働環境，そして仕事と育児を両立できる職場環境づくりということ

で，具体的にどのような対策をとられてきてるのか，お尋ねいたします。

井上労働雇用戦略課長

ただいま達田委員から，誰もが仕事と育児を両立できる職場環境づくりの推進というこ

とで，どういった取組をしているのかというような御質問を頂いたところです。

県におきましては，まず働きやすい労働環境の整備のところに記載をしておりますテレ

ワークの導入をはじめとするスマートワーク推進のほかに男性育休の推進を行いまして，

女性に比べ取得率の低い男性育休を推進いたしまして経営層をターゲットにした普及啓発

を行っているところでございます。

また，仕事と子育ての両立の部分になりますけれども，ファミリー・サポート・セン

ターを設置いたしまして結婚，出産，育児などにかかわらず安心して働くことができる環

境を整備することを推進しているところでございまして，病児・病後児預かりの支援に取

り組んでいるところでございます。

また，子育てに優しい職場環境づくりの推進といたしまして，はぐくみ支援企業の制度

を設けまして，こういった企業を認証，表彰いたしまして，これに対してインセンティブ

を与えることにより，子供を産み育てながら働き続けることのできる職場環境の整備を推

進しているところでございます。

また，多様な就業機会の創出といたしまして，短時間正社員制度の導入や業務の切り出

し等を推進いたしまして，働きやすい職場づくりを進めているところでございます。こう

した取組を総合的に実施しているところでございます。

達田委員
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いろいろお答えいただきました。今は保育所へ子供さんを預けながら働くというのが本

当に多くなっているんですけれども，お迎えの時間を気にしながら一生懸命お迎えに行か

ないかんというのもありますし，子供さんが熱が出たときに休まないかん。特にコロナ下

で子供さんにどんどんコロナがうつってしまって，もう仕事に行けないような状態が続い

てしまうと。一家中が濃厚接触者ということになって仕事に行けないとか，いろんな大変

な時間を過ごされたようなんです。

そういうときに，やっぱりゆっくりと休んで体をちゃんと回復させて仕事に行くという

のが一番大事なんですけれども，コロナではない普通の発熱があるときに，子供さんを誰

も見てくれないという場合，見てくれるところが近所にあれば本当に助かると思うんで

す。感染症でない普通の発熱とかが子供さんの場合はよくありますよね。そういうとき

に，私の知ってる職場では少々熱が出ててもちゃんと見る人がいますから来てくださいと

いう職場内保育所があるというふうにお聞きしたんです。そういうところもあるわけなん

です。それで，そういう職場に保育士を持っている，いわゆる企業内保育所の徳島県の現

状はどういうふうになっているんでしょうか。

井上労働雇用戦略課長

ただいま達田委員から，企業内保育所についての御質問を頂きました。

企業内保育所，事業所内保育所をはじめ認可外の保育施設につきましては，次世代育

成・青少年課の所管にはなりますけれども，労働雇用戦略課におきましても，内閣府の事

業を活用いたしまして企業主導による休日や夜間の対応，また勤務時間に合わせた保育，

複数によります共同利用など，柔軟で多様な保育の提供を可能とした企業主導型保育施設

の設置を推進しているところでございます。この保育施設の設置に当たりまして設置アド

バイザーを配置いたしまして，きめ細やかな相談対応を行っているところでございます。

県内の企業主導型保育施設につきましては，次世代育成・青少年課に確認いたしました

ところ９月１日時点で26施設ございまして，定員976名のうち利用児童予定数が816名とお

聞きしているところでございます。

達田委員

ありがとうございます。これは施設によって定員も違うと思うんですけれども，定員別

に分かるでしょうか。

井上労働雇用戦略課長

ただいま達田委員から，定員別の数字というお話でございます。企業主導型保育施設の

一覧の部分については整理いたしておりますけれども，定員数別に集計した資料は現在の

ところない状況でございます。

達田委員

分かりました。また後で分かりましたら教えていただきたいと思います。

私がお聞きした範囲では，ちょっとの風邪の熱ぐらいだったら見てくれますと，ちゃん

と看護師さんが付いて見てくれるというところもあったわけなんです。
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ただ，普通のときは公立の保育所に行っていて，お母さんが仕事に行くためにそういう

のを見てくれるというんですけれども，全然知らない人のところへ突然行くわけです。そ

れも病気で調子が悪いときに預けるわけですから，１日預けてみたんだけども，子供がど

うもしっくりこなくて１日中泣きっ放しだったとかいうことです。これは本当に子供さん

も大変だしお母さんも心配だということで，せっかく見てくれるところがあるんですけれ

ども，しっくりこなかったというようなお話も聞きました。

それで，やっぱりずっとそういうところに預けられていれば，何かあったときに病児保

育も別にしていけるということでいいと思うんですけれども，この企業内保育所というの

はメリットとデメリットがあると思うんです。人数が少ないために突然行っても子供がな

かなか周りと慣れないとか，施設でいえば普通の保育所のように園庭が広々とあるわけで

もなく，職場の中の一つの部屋を保育室にしているというようなところもあるようです。

ですから，環境面でどうなんかなというような面もあるんですけれども，県としてはこう

いう保育所をどんどんと増やしていきましょうという方針なのか。それとも，企業にお任

せという状況なんでしょうか。どういうふうに取り組まれるんでしょうか。

井上労働雇用戦略課長

ただいま，こういった企業内保育所の推進について御質問を頂いたところでございま

す。

私どもが推進しております企業主導型保育施設につきましては内閣府の事業を活用して

対応しているところでございます。なお，内閣府のほうからは施設整備費，また運営費等

の支援もされているところでございまして，企業がこの制度を活用していくというような

形で推進されているところでございます。

企業からこういった活用を求める部分がありましたら，当課といたしましても積極的に

対応しているところでございます。なお，現在こういった単独の施設運営という部分以外

にも共有の施設開放といった部分も推進されているところでございまして，こういった部

分についても積極的に推進してまいりたいと考えております。

達田委員

内閣府がそういうふうに進めておられるところというのは，厚生労働省の基準にちゃん

と基づいてやってるかどうかということが求められると思うんです。ですから，ほかの保

育所と同じような基準が守られていると思うんです。ただ，今私が申し上げたのは，病児

保育であるとか，そういうことを特別にやってくれるというようなことで取り組んでおら

れる企業もあるということで，それは少人数ですから何か基準に沿ったというものではな

くて，企業が独自に従業員の方が働きやすいような環境づくりに取り組んでおられること

だと思うんです。そういうところも今後増えてくるんじゃないかと思うんです。

コロナのように本当に感染症がどんどん増えていくと，なかなかお預かりするようなこ

とはできないと思うんですけれども，子供さんによったら疲れで発熱とかもよくあります

ので，そういうときには保育所からお迎えに来てくださいと言われて仕事を休んで迎えに

行かないかんということもあると思います。そういう場合に，職場に見てくれるところが

あれば本当に助かるという声も聞きましたので，やっぱりそういう緊急預かり，一時預か
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りというようなことをやってくれる保育所というのがこれから増えていくというか，そう

いうのも必要ではないかなと思うんです。

たまたま私がお聞きしたのは，子供さんがそこで慣れなかったのでかわいそうなことし

たというお話だったんですけれども，そうじゃなくて二，三日通っていると慣れてくるか

も分からんし，お母さんも安心して働けるようになっていくかも分かりません。

そういういろんな形態によって，保育所によって厚生労働省の基準でちゃんとやってる

ところに，内閣府の補助金が出るというのがあると思います。

緊急で預かってほしいわ，本当に困るわというときに預かってもらえるような保育所が

企業さんの努力，そして行政としてもそういうところに支援して，保育ができるようなと

ころを整えて増やしていっていただきたいと思うんです。県としてもそういう取組を是非

していただきたいという要望なんです。是非，そういう意味でも考えていただけたらなと

思いますので，よろしくお願いしたいと思います。

それともう一つなんですけど，先ほどお話が出ましたはぐくみ支援企業というので，子

育て支援に積極的に取り組んでいる企業さんをはぐくみ支援企業としているということな

んですけれども，これの数の推移というか，どんどん増えてきているんでしょうか。それ

とも横ばいなのか，現状を教えていただけたらと思います。

井上労働雇用戦略課長

ただいま達田委員から，はぐくみ支援企業の認証企業数について御質問を頂きました。

はぐくみ支援企業の推移でございますが，令和２年度が271事業所，令和３年度が277事

業所，令和４年度10月末現在の集計が315事業所で推移しているところでございます。

達田委員

これは増えてきているわけなんですよね。はぐくみ支援企業というのが子育てに優しい

職場環境づくりというんですけれども，具体的にどういうふうなことをされているんで

しょうか。

井上労働雇用戦略課長

ただいま達田委員から，はぐくみ支援企業がどういった取組をしているのかという御質

問でございました。

はぐくみ支援企業につきましては，国のほうに次世代育成支援対策推進法に基づく一般

事業主行動計画を出しまして，それぞれの企業がどういったことに取り組むかという目標

を立て計画に示しまして提出するような形になっております。

まず，その中での取組についてどういった項目が決められているかという部分を御紹介

させていただきますと，まずは男性の子育て目的の休暇の取得促進ですとか，育児介護休

業法の育児休業制度を上回る休業制度の実施，時間外休日労働の削減のための措置，年次

有給休暇取得の促進のための措置，こういった項目などが定められておりまして，各企業

によってどの目標を設定するかをお決めいただき提出いただく形になっております。

達田委員
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内容についてはその企業さんが決めるということですので，それぞれ独自の取組をされ

ていると思うんですけれども，やはり子育て支援といいますと，両親そろってる場合もあ

りますし，シングルの場合もあります。どういう御家庭であれ，やっぱり子育てがしやす

いような職場環境づくりって大事だと思うんですけれども，まずはとにかく毎日残業があ

るというような状態では子育てはなかなかうまいこといきませんので，やっぱり残業をな

くして定時に帰れるというようなことが一番大事なんじゃないかと思うんです。

そういうことについて，県として企業さんに，子育てしやすい環境づくりのために残業

なしで帰れるような職場にしてくださいよというような働き掛けはされているんでしょう

か。

井上労働雇用戦略課長

ただいま達田委員から，時間外労働削減に向けた働き掛けについて御質問を頂いたとこ

ろでございます。

先ほど御説明させていただきました，はぐくみ支援企業の認証，表彰につきましては認

証に対するインセンティブを設けておりまして，企業さんのメリットがあるような形で推

奨しているところでございます。また，アドバイザーの派遣や積極的な広報を行っており

まして，この認証企業数をできるだけ増やしていこうと，県としても取り組んでいるとこ

ろでございます。

こうした取組を推進いたしまして，職場環境の整備がしっかりと企業によって取り組ま

れるよう，はぐくみ支援企業の制度について普及促進をしっかりと図ってまいりたいと考

えております。

達田委員

子育てしやすい職場環境づくりというのは，やっぱり子育てしやすい徳島県であってこ

そだと思うんです。だから，全体が子供さんを社会的な存在として大事にして育てていこ

うということでないと，一つの企業だけが一生懸命頑張るということもなかなかできない

と思うんです。それで，やっぱり一つはお父さん，お母さん，あるいはシングルの方もい

らっしゃると思います。残業がない職場環境づくりができるように，行政としてもしっか

りと呼び掛けていただきたいなというのが一つ。

それから，やっぱり賃金が安いですよね。正社員じゃない，正規じゃない方が非常に多

い。特に，シングルマザーの場合は正社員だったとしても男性の７割ぐらいしか賃金がな

いというようなことで，しかも，その上パートであるとか臨時であるとか，そういう方も

非常に多いわけなんです。

そういう中で，時間給を引き上げて子育てができる賃金を確保できるというのが本当に

大事だと思うんですけれども，やっぱり子供さんを育てていくのに必要な生活費が得られ

るような賃金水準が求められると思うんです。私どもは，暮らしていける賃金として最低

賃金時給1,500円を目指すべきではないかというふうに考えておりますけれども，時給を

引き上げるという意味で行政としてはどのような働き掛け，支援をお考えでしょうか。

井上労働雇用戦略課長
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ただいま達田委員から，時給を引き上げていくための取組という話がございました。

先ほど達田委員からお話もございましたが，まず非正規雇用労働者の正規化を促進して

いくといったような取組を県として行っているところでございます。

まず，自社における正規雇用化の促進，また自社以外からの非正規雇用労働者のいわゆ

る失業状態の方を正規で雇い入れる場合の支援という部分につきまして，国と連携しなが

ら取組をしているところでございます。また，様々なキャリアアップを実施しているとこ

ろでございまして，こういった取組を推進いたしまして，賃金引上げにつながるような取

組を推進してまいりたいと考えております。

達田委員

子育て支援でもいろんな方法があると思うんですけれども，男性，女性に限らずお父さ

んも定時に帰れるという残業がない状況が必要だと思うんです。徳島県内でお父さんが育

休を取って子育てに関わっている企業というのは，このはぐくみ支援企業の中で幾つぐら

いあるのか，これは調べておられるんでしょうか。

井上労働雇用戦略課長

ただいま達田委員からお話がありましたはぐくみ支援企業の中で，男性育休等の取得が

どうなっているのかという御質問でございましたが，個別の集計につきましては現在のと

ころまだできていない状況でございます。

達田委員

はぐくみ支援企業の募集の中に，例示としてパパの育休取得の促進というようなことも

入っておりますよね。ですけど，今お父さんが育児休暇を取るというのがいかにも珍しい

ことのように言われておりますよね。ですけど，それが当たり前になって子育てというの

は母親も父親も両方が関わっていくというふうな環境にしていくことが大事だと思うんで

す。たまたまパパが育児休暇を取ったらすごく珍しいので表彰されたと，これはちょっと

違うと思うんですよね。これが当たり前にならないかんと思うんです。

ですから，やっぱり時代が変わるとともに価値観も変わってきておりますので，男性で

あれ女性であれ同じように子育てに関わっていけるという，そしてそういう時間が保障さ

れる働き方ができる職場を目指すために，県としても指導的な立場といいますか，こうい

うことで頑張ってほしいんですという呼び掛けをしていく。また，国や県からのいろんな

経済的な支援が必要であれば支援もしていくと。そして，県だけではできない場合は国に

求めていくということが必要だと思いますので，是非子育てしやすい徳島県ということ

で，本当にそういう県になっていただきたいと思いますので，どうぞよろしくお願いして

おきたいと思います。

それともう１点なんですけれども，観光の問題で，観光誘客の積極展開ということで，

令和５年度に向けた基本方針にも入っております。本県ならではの魅力の活用ということ

が書かれておりますよね。本県ならではの魅力っていっぱいあると思うんですけれども，

どういうふうな魅力を発信していこうとお考えなんでしょうか。
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利穗観光政策課長

ただいま達田委員から，本県ならではの魅力の活用といったことで，どのようなものを

発信していくのかという御質問でございます。

最近では本県のサステナブルツーリズムといった切り口に非常に関心が高まっておりま

すので，本県にも上勝町でありますとか神山町，そのほかサステナブルを切り口とした魅

力のある地域がございます。さらには，県西部の世界農業遺産でありますとか，そういっ

たところをサステナブルの切り口に本県の強みを前面に出して誘客を推進してまいりたい

と考えております。

原委員長

午食のため休憩いたします。（11時58分）

原委員長

休憩前に引き続き，委員会を再開いたします。（13時02分）

それでは，質疑をどうぞ。

達田委員

先ほど午前中，本県ならではの魅力の活用というところまでだったと思うんです。続き

をさせていただきます。

この中で，先ほど御答弁にもありました地域の伝統，文化，食，自然等を生かしたサス

テナブルツーリズムの推進とか，阿波藍等地域資源のブランディングによる誘客促進と

か，アニメ，プロスポーツによるにぎわいの創出とかが出ております。具体的にこういう

ことを今までもやってきたかと思うんですけれども，今までもやってきてどれぐらいの集

客があったかというのは調べておられるんでしょうか。

利穗観光政策課長

ただいま，今までどれぐらいの集客があったかと，観光のいろんな伝統文化，食，自然

を生かしたとか，阿波藍等の地域資源のブランディングによる誘客促進による数字という

ことでございますが，観光政策課としましては宿泊者数と観光入込者数でこういった成果

を図っているところでございます。

達田委員

徳島県の場合，宿泊者数が他県に比べても低いというようなことが言われておりますけ

れども，やっぱりここにも書かれておりますように，本県ならではの魅力の活用というの

が十分なされていないかもと私は思うんです。魅力というのが本当にたくさんあります

し，魅力そのものはやっぱり今まであったことに気が付かないんだけれども，他県から見

たらすごい魅力に見えるというのもあると思うんです。

それで，ここで一つ皆さんにお聞きしたいんですけれども，私ぐらいの年の方がいらっ

しゃらない，皆お若いのでしてないかも分かりませんけれども，遊山箱を持って遊山に

行ったという経験のある方はいらっしゃいますか。
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いらっしゃった。ありますか。遊山箱って徳島県にしかないものなんですよね。それに

お弁当を詰めてもらって，お節句のときに，例えば海だったら海のほうに行ったと思われ

るんですけれども，山だったら小高い丘とか近くの山に行って，今で言うピクニックです

よね。昔は遊山と言ってました。それに行って，本当に子供の頃の楽しい思い出なんで

す。だから，今もその思い出を持っておられる方ってたくさんいらっしゃると思います。

徳島県にしかない遊山箱を持って遊山しましょうよという呼び掛け。ただ，私も実は遊

山箱でお弁当が食べれるよというところへ１回食べに行ったことがあるんですが，昔食べ

たお弁当とは全然違う，豪華過ぎるお弁当だったんです。それで，懐かしさというのが

ちょっとなくて，やっぱり昔ながらの遊山のときのお節句のときのお弁当のようなものを

持って，徳島県だったら，あすたむらんどであるとか文化の森とか，小高い丘に登ってみ

んなで遊山ができるというところがありますので，遊山箱を下げてピクニックに行ってお

弁当を楽しみましょうという，是非それを体験してくださいというのを私はやってもいい

んじゃないかなと思うんです。そして，そのときに遊山というものを知っていただく。

私は子供の頃は気が付きませんでしたけれども，ものすごく文化的な行事をやってたん

だなって今思います。お金もそんなに掛けることはできませんでしたけれども，お節句の

ときに祖父とか母とか一家中がお弁当を持って，子供たちが喜んで浜へ行ったり山へ行っ

たりして広げて遊びました。そういう行事も体験してみるという徳島ならではの魅力の発

信ということで，すごくいいんじゃないかなと思うんです。

私たちのときには遊山箱にきれいな絵が描かれていて，それを子供たちが本当に喜んで

持っていったと思うんです。この文化を発信して，遊山箱も全国の人に知ってもらえて，

手に入れたいと思う方ができるかも分からないし，昔は遊山というものがあってこういう

ことをやってたんですよということでお聞きしますと，他県ではそんなことをやっていた

ところもないというふうにお聞きしたんです。もしかしたら，徳島県独特の非常に文化的

な行事だったかも分からないので，それを残せるような方法で他県の方に魅力発信をして

いただきたいと思います。

もう１点は，阿波藍なんですけれども，他県の方から見ますと，阿波藍製品はものすご

く高いと，高価なものと思われてるんです。だけれども，やっぱり憧れております。私ど

もの年齢になりますと，阿波藍の魅力がすごくあるんです。ですから，染物にしましても

小さなハンカチを染めたということはあるんですけれども，絹100パーセントの高価なス

トールを染めて，それを自分に巻く。買うとなかなか高いので，絹織物の製品を買って自

分で染めて価値を上げるという体験もしてもらえたらいいんじゃないかなと思うんです。

そして，その阿波藍を使ったいろんな布があるんですけれども，ちっちゃな小物ですけ

れども，パッチワークの経験もしてもらうとか，徳島県にはそういうことにたけた方がた

くさんいらっしゃいますので，そういうのもセットして物を作る，染める，そういう体験

もしていただけたらなと，新しい魅力発信になったらなと思うので，是非そういうのもお

考えいただけたらと思います。

それと，徳島県の魅力ってもっともっとあると思うんです。もう一つ言いますと，四国

のみちというのがありますね。これをちゃんと活用できているかどうかというので，韓国

のチェジュ島ではオルレといって，小道を歩いていくという活動が盛んに行われて，世界

からお客様に来ていただいて，それをやっぱり参考にして九州でも九州オルレとか，宮城
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県では宮城オルレとか，歩きましょうという観光客誘致が始まっていると言われていま

す。

徳島県は元々四国のみちというすばらしい財産があるわけですから，ちょっと工夫をす

れば四国の徳島オルレということでやっていけるんじゃないかなと思うんです。ですか

ら，歩いて元気になりましょうよという徳島県ですので，そういうところをどんどん魅力

として発信していただけたらなと思います。是非これを考えていただけたらなと思いま

す。この中に入ってないんだったら考えていただきたいと思います。よろしくお願いいた

します。

それと質問なんですけれども，徳島旅行割というのがございます。徳島旅行割が今どう

いう状況になっているのか。これは12月27日までとなっとんですけど，今の状況はどうな

んでしょうか。

利穗観光政策課長

ただいま達田委員から，みんなで！徳島旅行割の現在の状況についての御質問でござい

ます。

全国を対象としました旅行需要喚起策，みんなで！徳島旅行割につきましては，去る10

月11日から12月27日まで実施しております。割引率は40パーセントで，交通付旅行商品に

つきましては１泊当たり上限8,000円，その他の旅行商品や宿泊施設の直接利用とか日帰

りにつきましては１旅行当たり上限5,000円となっております。

また，利用方法につきましては，旅行会社や宿泊施設からあらかじめ割引された価格で

御利用いただけるといった仕組みになっておりまして，利用状況につきましては本会議で

も知事のほうから答弁させていただきましたが，10月11日から12月27日まで，これは利用

と予約も含めまして，12月まで予約ですので現在は22万人ほどの予約を頂いているところ

でございます。そのほかの詳細につきましては現在まだ集計中でございます。

達田委員

これを延ばすというのはないんですか。というのは，行きたいけどコロナの状況を

ちょっと見てという方がいまして，３年間ほとんど外出もせずに家族旅行もしてないわと

いうような方もいらっしゃいまして，やっぱり機会があったら出かけてみたいという方も

いるんです。でも，12月27日までかという声もお聞きしますので，やっぱり来年もできん

のだろうかというようなお話も聞いてるんです。それはどんなんでしょうか。

利穗観光政策課長

ただいま達田委員から，みんなで！徳島旅行割の引き続きの実施はどうかといった御質

問でございます。

先般，観光庁から年明け以降の全国旅行支援の実施が発表されたんですが，まだ開始時

期が示されていませんので，みんなで！徳島旅行割につきましても，開始時期が示されれ

ば速やかに対応できるよう，現在準備を進めているところでございます。

達田委員
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ようやく子供たちが修学旅行に行けたりするようになってきています。家族旅行もずっ

と我慢していたということもありますので，是非行きやすいような方法で取り組んでいた

だけたらと思いますので，よろしくお願いいたします。

最後なんですけど，御意見が寄せられたのがございまして，支援金の問題です。

徳島県の取組として，物価高騰に対して給付金を用意してくれております。それに対し

て，一つは給付対象を広く位置付けてくれていて本当によかったですと，評価しておりま

すということなんです。そして，積極的な取組をしていただいて有り難いと思っておりま

すという御意見。それから，もう一つは物価高騰に苦しむ事業者に対して年越しの少しの

足しにでもなればという思いが込められていて，迅速な対応をしたいということで，これ

も評価しておりますということなんです。

12月から２月末の３か月間の受付なので，１か月ごとに締めてどれぐらい申込みがあっ

たのか，どれぐらい執行したのかという進捗状況の報告を是非していただきたいというこ

となんです。

それともう１点は，やっぱり損益計算書で試算したところ，これに当てはまらない方，

物価は上がっているんですけれども，仕入れとか光熱水費，燃料費が30パーセント以上の

高騰で苦しんでいても，営業利益が30パーセント以上減少していない業者もあるので，そ

ういうところは是非理解していただきたいと，こういうふうな御意見が寄せられておりま

す。12月，１月，２月と，月末に進捗状況の報告を求めたいという御意見についてはお返

事を頂けたらと思うんですけれども，いかがでしょうか。

出口商工政策課長

ただいま達田委員より，この度の応援金について月次で締めて状況報告を頂きたいとい

う質問でございました。

当応援金につきましては11月28日，11月定例会開会日に先議で議決いただいた後，迅速

な応援金の給付を目指し速やかにコールセンターを立ち上げ，平均的に100件オーバーの

御相談を頂いているところでございます。

加えまして，12月中での早い給付を執行いたしたいので，リーフレットについて暫定版

を直ちに作成させていただきまして，商工団体や生活衛生同業組合などの支援機関や市町

村役場，県の総合県民局であるとか，農，林，漁業，漁協さんのほうにも配らせていただ

きまして，申請への支援について要請をさせていただいております。

昨日，５日に地元新聞への周知を図るためのリーフレットの折込，本日は全国新聞への

折込をさせていただきまして，12月５日から募集を開始しているところでございます。ま

ずは，申請いただきましたら速やかな審査をさせていただいて，大体１週間，10日ぐらい

での迅速な給付をさせていただきたいと考えております。

先ほどの月ごとの進捗状況につきましては，審査，給付のほうを急ぎたいので，できる

限りどれぐらいかというような，正確な数値ではないかもしれませんけれども，受け付け

させていただいてこれぐらいの給付というところが取りまとめることができましたら，ま

た情報提供，広報させていただきたいと考えております。

達田委員
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ありがとうございます。終わります。

仁木委員

私からは今までの御質問の中にありました関連の質問プラス基本方針などについて質問

させていただきたいと思います。

まず，委員さんのほうからありましたように，新たな融資保証制度の関係でありますけ

れども，毎回新たな保証制度が出る際には確認させていただいておりますが，これはいわ

ゆる債務者，申込者が総量における与信枠が広がるような形の保証制度であるのか否かと

いうところを，現時点で把握されとるんであればお教え願いたいと思います。

三宅企業支援課長

仁木委員から，新たな保証制度についての御質問でございます。

午前中に梶原委員の御質問にお答えいたしました新たな保証制度につきましては，まだ

スタートの時期が決まっておりませんけれども，12月２日に成立いたしました第二次補正

予算の中で，ゼロゼロ融資からの借換え需要に加えて新たな資金需要にも対応する借換え

保証制度というのが創設されることになっておりまして，こうした制度を県としても活用

してまいりたいと考えております。

こちらの制度につきましては，先ほど仁木委員がおっしゃいましたように，与信枠につ

きましては，融資に当たっては金融機関，信用保証協会が申込案件ごとに金融審査を行い

まして融資を実行しておりまして，この金融審査については各機関の与信判断の中で個別

主体的に実施されているものでございまして，与信枠につきましてはその中で判断される

ものというふうに考えております。

仁木委員

国のほうでそういった議論があるんかないんかというところが非常にネックになってく

ると思うんですけれども，与信枠の新たな枠組みがもしできるんであれば非常にいい循環

ができるような呼び水になるわけなんですが，ゼロゼロ融資も含めて与信枠が一杯のぎり

ぎりでやっているところというのは非常に多いと思うんです。

これは過去からの議論でも申し上げておりますように，本県におきましては融資保証を

利用した金額に応じて給付金を出してきたというような実態がございます。その100万円

を給付いただくんであれば，1,000万円を借入れしなきゃいけないというような施策を今

まで実行されてきた。イコール借りてくださいよということで，当初されたのが本県にお

けるこの融資保証制度を利用したコロナ対策だったというところです。

ですから，率先垂範して融資を利用してくださいよ，手元資金を増やしてくださいよと

いうような流れを本県においては作っておりますから，その後の経営状況がどうなってい

るかということは，やはり本県においても把握するべきだと思っております。

与信枠については，一杯になったらそれ以上借りれない人がたくさんいらっしゃいます

から，以前申込みされた人の中でも融資をお断りされている方はたくさんいらっしゃると

思います。それは与信枠を超えての申込みだったからということで，そういうケースは

多々あるわけなんですよ。これは中小企業の融資以外にも，個人融資でも同じですよね。
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総量が大体300万円から600万円のうち，申し込んだその枠以上を借りとったらほかの融

資が受けれないとか，そういった審査をしておりますから，その与信枠が増えるような新

たな融資保証制度であるとするならば，過去に利用しようとして申込みをされた方で，そ

の申請が通らなかった方に何らかの方策で，そういったことを金融機関を通じてでも御案

内，周知はしていただきたいと思っております。

これは今後，与信枠が増えるような融資保証制度でなかったとしても，そういうような

ものができるんであれば案内はしていただきたいと思います。金融機関を通じたら独占禁

止法に抵触するかもしれませんので，何かそういった形で案内が直接できるようなやり方

を考えておいていただければと思います。

次に，育休のことについてありましたけれども，育休の取得状況というのは担当課のと

ころで把握されとるんかどうか，教えてもらえればと思うんです。

井上労働雇用戦略課長

男性育休等の把握状況についての御質問でございますが，まず国のほうで令和３年度の

雇用均等基本調査というものがございまして，その際の結果報告でございますが，令和３

年10月１日現在ということで公表されているものが最新になっております。

その中で，男性育休の取得の割合については13.97パーセントとなっております。ただ

し，各都道府県ごとの数字というのは公表されていないという状況でございます。

仁木委員

都道府県ごとの推移というのは，数字が公表されていないんですけれども，本県におい

てはこの数字が気にならんのかなと思うんですが，今後そういう数字を調査するというよ

うなことをされるんか，されないんか，お聞かせいただければと。今までにされとんだっ

たら別に結構です。

井上労働雇用戦略課長

本県の男性育休等の現状の把握についての御質問でございました。

先日開催いたしました男女共同参画基本計画の会議におきましても，委員のほうから同

じようなお話がありまして，現状把握というのがまず大事じゃないのかというお話もあっ

たところでございます。

本県におきましても，国のほうから公表されてない部分がございますので，今後，各企

業さんへのアンケート調査の実施も踏まえて検討しているところでございます。

仁木委員

全国平均と本県の平均がどれぐらいなのかを照らし合わせてみなければ，目標数値をど

のように設定したらいいのか，多分分からないと思うわけなんです。大体これぐらいの目

標ということでされている首長さんとか自治体もありますけれども，果たしてそれが適正

な数字かどうかなんていうのは，全く状況が分かってない中でいえば分からないわけであ

りますから，やっぱり道しるべ的に数値目標を設定するためには，現状の把握は必ず必要

になってくると思いますので，その点は把握していただければなということをお願いして
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おきたいと思います。

また，先月出張にちょっと出かけていて電車に乗っていましたら中づり広告に，あれは

東京都か神奈川県かちょっと忘れたんですけれども，育休を取得すれば給付金みたいなも

のを出すような事業をされている公益法人がありまして，四国島内若しくは隣接県又は本

県において，そういった部分というのは把握されとんかどうか，ちょっと教えていただけ

ればと思います。

井上労働雇用戦略課長

仁木委員から，各都道府県の取組について把握しているのかどうかというようなお話が

ございました。ある都道府県が実施した全国的な調査の集計結果については本県でも入手

いたしておりまして，今後の取組についての参考とさせていただこうと考えているところ

でございます。

仁木委員

必ずしも他県のまねをしろという話ではないわけなんですよ。ただし，把握された上で

しないならしない，するならするという判断の理由をやっぱり作っていくことが大切なん

でないんかなと思いますので，積極的に育児休暇を取るというのは家庭においても非常に

大切なことであると思っております。本県においても，そういったところで円滑な育休取

得ができるように努力を続けていっていただきたいと思いますので，よろしくお願いをい

たします。

続きまして，この基本方針の中に入ってまいるんですけれども，地方創生対策特別委員

会でも常に申し上げてきたわけです。６月議会でいわゆるメタバースのパビリオンの補正

予算があって，９月議会においても補正予算，合計で大体5,000万円以上の補正予算を組

まれてメタバースをやられているわけなんです。ここが所管課ではないですけども。ただ

し，そのメタバースの予算を審議，審査する際にその所管課がおっしゃることは，メタ

バースの中のバーチャルからリアルにつなげていくという形で予算の御説明をしていただ

きます。

しかしながら，メタバースだけを作っている担当課だけでリアルにつなげていくという

ことは非常に難しいんじゃないかなと私は思うわけなんです。リアルにつなげていくため

の施策を立案していく所管課というのは，やはり商工労働観光部関係でないんかなと思う

ところなんです。そこで，この大阪・関西万博に向けた戦略的プロモーションとかを多々

書いていただいているんですけれども，そのメタバースを利用したリアルにつなげてい

く，観光につなげたり消費につなげていくというようなところがここには入ってないんで

す。その点，どのようにお考えになられているかをお聞かせいただけますか。

利穗観光政策課長

ただいま仁木委員から，大阪・関西万博に向けてメタバースを活用した観光誘客をどの

ようにしていくのか，掲載されてないということなんでございますが，先般から万博推進

課のある政策創造部のほうでメタバースを活用した徳島県の誘客というお話があったよう

に，本県もその中で観光の要素を入れながら，来年度の計画もあるんですけれども，次年
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度の新たな計画にもそういったメタバースでありますとか，今までやってきたようなＳＮ

Ｓとか，そういう情報発信の仕方につきましてもいろいろ盛り込んでいきたいと考えてお

ります。

仁木委員

必ずしもメタバースをまた作れというわけではないんです。ここでまたメタバースを

作ったらまた経費が掛かって多額な費用と税金が投入されていくわけなんで，県で一つの

ところで今，莫大な予算を使ってメタバースを維持というか開発していっていただいてい
ばく

るわけなので，それを利用してリアルにつなげるための施策を立案していただくべきでな

いんかなと私は思います。その点，メタバースを新たにしろという話をしてませんから，

その点だけは御理解いただければと思います。利用するということを立案していただきた

いということをお願い申し上げておきたいと思います。

次は，昨日，農林水産部関係の委員会ということで開催していただいた際にも申し上げ

たんですけれども，やはり物価高騰対策，円安の中で，円安における今の状況の中で食料

安全保障でいえば，昨日申し上げたとおり，やはり輸入されている金額に対して輸出額が

低いから，それを輸入されている分と同等額に持っていく努力を施策的にしていくべきで

ないんかと。全てが金額ベースではないと私は思っておりますけれども，一義的な目標値

としてはそういった部分になってくるんでないかという考え方を持っております。

その中で，円安に振っている今の状況下において，輸出の伸び率がどんなんかなという

把握をされているかとは思うんですけれども，本年の円安に振って以降，どのような形に

なっているのかということが分かりましたらお教え願いたいと思います。

出口商工政策課長

ただいま仁木委員より，円安以降，輸出の伸び率についての御質問がございました。

ちょっと今は手元に近々の月ごとのデータはないんですけれども，ざっくりと長い期間

で言いますと，平成26年から令和元年までの５年間で輸出に取り組む事業者が85社から13

5社に伸びまして，輸出額が147億円から212億円に着実に伸びているというところです。

外部的環境を申しますと，円安というような足元のトレンドはあるんですけれども，Ｔ

ＰＰ11から始まっていろんな経済連携協定が進んでいっております。これらも関税が引き

下げられて輸出で稼いでいこうという潮流が今正に来てますので，先般，台湾との産業連

携に関する覚書，ＭＯＵなんかもそういう流れを加速してやろうということで，台湾との

ＴＪＰＯとの連携協定を結ばせていただきましたので，この円安という追い風も活用しな

がら輸出企業をどんどん増やしていきたいと考えております。

仁木委員

この商工労働観光部関係の所管の中では伸びているということを数字上で立証していた

だいているわけなんで，非常に安心しているんですけれども，それはやはりこれまでの商

工労働観光部関係の皆さん方のいろんな海外戦略又はＪＩＣＡ等々の支援もコラボしなが

ら作り上げていただいたところで，そこら辺は出来上がっとんではないんかなと思うんで

す。



- 29 -

令和４年12月６日（火） 経済委員会（付託） 商工労働観光部

昨日，農林水産部関係で申し上げたのは農林水産部関係，生産者にとってはやはりバイ

ヤー頼みになっているわけです。このバイヤー頼みになっている現状の中で，経済委員会

所管の中でいえば，商工労働観光部関係の皆さん方が農林水産部と部署が違えどやっぱり

牽引をしていっていただくことも必要なんでないんかなと。先んじて輸出企業であると

か，海外展開する企業であるとかを支援してきたわけじゃないですか。だから，それを縦

割りではなくて横との連携で，どないか輸出関連，また生産物，県産品を海外展開できる

ような，そしてもうかる輸出ができるようなことをお願いできんかなと思うんですけれど

も，その点いかがでしょうか。

出口商工政策課長

ただいま仁木委員より，商工労働観光部と農林水産部ともに輸出支援させていただいて

ますので，共に連携をとってこれからどんどん拡大，加速していくべきでないのかという

御質問でございました。

先ほど申したように，いろんな自由貿易協定が進展する中で，農林水産部と合わせて…

ちょっと今手元に資料がないんですけれども，商工と農林を合わせて外的な環境，自由貿

易協定に基づいて県内の優れた農林水産物や機械金属，工芸品とかを海外に展開しようと

いうような基本方針を策定しております。

この部分を加速するために，今年度，両部をまたがる管理職も配置になっておりまし

て，農林水産部のほうには関係団体として阿波フーズさんという輸出専門のセクターもあ

りますし，こちらはこちらでジェトロさんとの協力関係もあったり，また貿易協会も置い

ており，元商社であるとかジェトロ経験者の専門スタッフも置いてます。それらが非常に

緊密に今年度以降，連携をとりまして，共に食品加工というのが６次化というところで両

部にまたがる部分もありますので，ブルー・オーシャンをはじめ農林水産部がターゲット

としている仕向地につきましても決してディストリビューター任せじゃなく県職員もでき

る限り海外の市場に足を運んで向こうのニーズを吸い上げて，県内で持っている優れた製

品を海外に展開していこうということで，連携をとってやらせていただいております。

仁木委員

ということは，今年そういった組織化がされとるという確認でいいんですか。さっき

ちょっと資料がないと言いかけていただいたんが非常にみそだと思うんですけれども。

出口商工政策課長

令和元年７月に徳島県経済グローバル化対応基本方針というものを策定しておりまし

て，この方針の下にいろんな優れた徳島県の産物を出していこうというところと，先ほど

の組織化というところではスタッフといいますか，次長職として両部にまたがる人材が今

年度組織上配置されておりまして，より緊密な連携をとっている状況でございます。

仁木委員

そういった形で両部にまたがる担当を作っていただいたのは非常に有り難いと思いま

す。その中で，やはり目標を設定していただきたいというのがあります。あるんだったあ
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るでええですけれども，ちょっとはあるんでしょ。あるとは思うんですけれども，その中

で，前の総合計画か何かの際にもちょっと申し上げたと思うんですけれども，やっぱり輸

出の部分でいえば目標を量で換算してないわけですよね。金額ベースになっとるわけなん

ですよ。総合計画のところ，そうだったと思うんです。

それでいえば，円安に振ったときとかもろもろ，補正も出てくるとは思うので，その点

は物価とか為替状況であるとかに応じて，大きい目標にするときは大きい目標にしたり，

単年度とか四半期ごととかに細分化した目標数字は必要になってくるんでないかな，見直

しも含めて必要になってくるんではないんかなと思いますので，その点は柔軟に目標設定

をしていただいて，せっかくの円安ですから輸出の波というものに乗っていただきたいと

いうようなことを強くお願いしておきたいと思います。

最後に，賃上げのことになってくるんですけれども，その前に事前委員会でも申し上げ

ました物価高騰対策支援の応援金の部分で，これは仕入れプラス光熱水費プラス燃料費に

プラスして人件費というのは見れないんかという話をしたわけですよ。賃金を上げていく

目標を立てとる上において，人件費の部分を入れない理由がちょっと私には理解できなく

て，10月１日の県内の最低賃金は30円ほど上がっているわけですから，その点も含めて見

たら基準日は全然違いますけれども，それまでに努力をされとる企業だっておるかもしれ

ませんから，人件費を加味するべきでないんかという質問をさせていただきました。

しかしながら，先議事項でありましたから，その点は詰めないで終わらせたわけなんで

すけれども，その点ですね，今の段階で変わりないのかどうかということと，運用する中

において人件費の部分も見ていくのかどうか。経費として見ていくんかどうかというとこ

ろを，ちょっと今の時点でのお考えをお聞きかせいただければと思います。

出口商工政策課長

ただいま仁木委員より，今般，創設させていただきました徳島県物価高騰対策応援金の

費用について，人件費を加味することに対する意見という御質問でございます。

応援金につきましては昨年秋以降，電気価格が上がるであるとか，さらには長期では原

油価格も上がっていくトレンドにございました。この円安の急速な進行も加味して原材料

価格が非常に上がっていっており，食品加工についてもほぼ10月をピークに年間何千品目

もの原材料，食品類が上がっていっております。

今般，創設させていただきました応援金というのは，こういった原油，原材料が昨年

来，急速に上がっていって長期化するコロナの中で，売上げについてはほぼほぼ回復又は

回復途上の企業など，いろいろあると思うんですけれども，そこの利益を急速に圧迫して

いるというようなところが，やはりうちが実施した出前調査や各業界団体の皆様から聞こ

えてきた要望や意見を頂戴した結果にありまして，今般の応援金につきましては原油・原

材料価格高騰の影響を受ける事業者向けというところで，委員のおっしゃる人件費につき

ましても最低賃金が２年連続，最大幅で上がっていっているというのは重々承知してるん

ですけれども，目的が原油・原材料価格高騰の緩和を目的としたものというふうに認識し

ております。

一方，人件費の高騰についてのインセンティブにつきましては，今般，同様に11月補正

をさせていただきました国の補助金への継ぎ足し部分でインセンティブを働かせていただ
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いて，最低賃金を上げる県内事業者の取組を支援させていただこうと考えております。

仁木委員

現行の事業については，そういう余地はないということは確認してしまったわけなんで

すけれども，賃金の関係とか労働環境の関係についても所管している部署でありますか

ら，その点，そっちはそっち，こっちはこっちというのではなくて，やっぱりお互いが同

じ目標に向かっていけるような制度の構築を今後はしていただきたいということをお願い

しておきたいと思います。

最後に，賃上げのことについてでございます。

この基本方針の資料の上，丸とか三角の矢印を書いてあるところを見てみましたら，需

要拡大があって経営改善があって賃金上昇というのがサイクルであるわけなんですけれど

も，やっぱり需要拡大というのは消費拡大がなかったらしないと思いますし，ただ単に今

だったら円安によって物価の高騰が先に来ている中で，需要の拡大というのは非常に伸び

悩むと思います。

この中で，経営改善と書いてありますけど，果たして経営改善したら賃金が上がるんか

というと，そうじゃないんじゃないかなと私は思うわけです。やっぱり経営改善ではなく

て，ここに利益が発生しない限り経費として賃金に上乗せしないというような状況になっ

てくるんではないかというのが，これは経済の中でのサイクルの一つであろうかと思うん

です。

この中でいえば，賃金を上げるためにというところに立ち返ったら，どのようにしてい

かなきゃいけないのかというのは議論すべきところであると思うんです。これがこのサイ

クルの中で見えない部分になるというか，このサイクルにあるようなところでもうけを出

していかなきゃいけないというのはいろいろあるんですけれども，一つはもうけでなくて

経費面を削減していくための方策が示されたら賃金に上乗せできるかもしれない。賃金に

上乗せしていただく前提で直接給付をするとか，そういった施策というのは呼び水として

非常に大事になってくるんでないかなと思うわけなんです。その点，今後，本県において

賃金上昇に向けてどのように取り組んでいくのか，お教え願いたいと思います。

井上労働雇用戦略課長

ただいま仁木委員から，賃金上昇に向けた今後の取組についてお話を頂いたところでご

ざいます。

現在の物価高騰や円安など厳しい経営環境がございますけれども，中小・小規模事業者

が賃上げを実施していくためには，まず生産性の向上という部分が非常に重要であると考

えております。

そのために，県におきましては，これまで賃上げのベースとなります生産性向上のため

の支援といたしまして，企業の経営力強化に向けましたプロフェッショナル人材の積極的

なコーディネートや，ＤＸやＧＸによる経営転換促進などに取り組むとともに，中小・小

規模事業者の生産性向上を支援する地方自治体の取組に対しまして柔軟に対応可能な交付

金の創設について，国に対して政策提言を行ってきたところでございます。

また，国におきましては第二次補正予算におきまして，中小企業等事業再構築促進事業
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やものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業におきまして，一定の賃上げをした場

合には補助率や補助上限額を引き上げるようなインセンティブの強化を行うこととしてい

るところでございまして，本県の賃上げ応援金や国の業務改善助成金の積極的な活用も含

めまして，しっかりと周知してまいりたいと考えております。

こうした取組によりまして，今後，国とも連携をしながら中小・小規模事業者が賃金を

引き上げられるよう，環境づくりを推進してまいりたいと考えております。

仁木委員

あと７分ですのでまとめてまいりますけれども，もう１点質問します。

この賃金上昇というか賃金の目標というものは，やはり立てられるべきでないんかな

と。それが何円という話ではなくて，物価上昇率に合わせてどれぐらいとか，具体的な目

標がなかったら具体的な施策というのは作っていけないと思うんです。それの目標があっ

て，先ほど申し上げたような輸出をどうしていくかとか，いろんな部分の支援をどうして

いくかということが出てくると思うんです。

今，物価高騰になってきて初めて賃金の話になってきたわけなんですよね。この具体的

な施策をするところで，やっぱりこの賃金の上昇目標というのを今，県としてはどのよう

に考えられとんかというところをお教え願いたいと思います。

井上労働雇用戦略課長

ただいま仁木委員から，賃上げに関する目標についての御質問を頂いたところでござい

ます。

今回，県といたしまして初めて賃上げ応援金という形で最低賃金を引き上げるような施

策をお認めいただいたわけでございますが，まずはできるだけ多くの事業者がこの県の賃

上げ応援金と国の業務改善助成金をしっかりと活用していただけるように取り組んでまい

りたいと考えております。

徳島労働局に確認したところでは，現在のところ11月15日の時点で84件の申請があった

と聞いておりまして，そういった部分が更に増えていくように国と一緒になって取り組ん

でまいりたいと考えております。

こうした取組を国と連携して行うことによりまして，事業者が生産性向上を行い賃上げ

するという好循環を生み出してまいりたいと考えております。

仁木委員

今の答弁をお聞かせいただきますと，現時点で本県における賃上げの目標数というのは

ないということでよろしいんですね。そういったところで，せっかく予算を付けて施策を

実行されているわけなんですから，やはり目標を持っていただかんかったら経営改善とか

書いてますけれども，どれぐらいまでやったらいいのかというのがちょっと見えてこない

んじゃないかなと，私は危惧するわけなんです。

最低賃金というのは毎年毎年，改定されて県ごとに出ていっているわけじゃないです

か。最低賃金が出ているんだから，やはり目標も県ごとに立てていくべきでないんです

かっていうところがあります。それを基に施策を立案して実行していくというところが，
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やはり具体的な賃上げにつながってくるんでないんかなと思いますので，その点は今後目

標を設定していくべきだと，検討していっていただきたいと思いますけれども，最後にコ

メントを頂ければと思います。

井上労働雇用戦略課長

賃金の引上げにつきましては，国と連携した取組というのが重要になってくると考えて

おりますので，目標を設定するにいたしましても，そこの部分が避けて通れない部分であ

るというふうに考えておりますので，今後どういった目標設定ができるのかという部分に

ついては考えてまいりたいと思っております。

仁木委員

何ぼという金額は多分出てこないんですよ。でも，仕入れ状況であるとか売上げである

とか利益であるとか，どんな状況であるとか経費がどれぐらい掛かってるとかいうのは皆

さん方の中でも分かっとる数字の話でありますから，それにプラスどれぐらいなのかと

か，それを基準にどれぐらいなのかという上昇率というのはやっぱり持っていただきたい

ということをお願いを申し上げて，私の質問を閉じさせていただきます。

原委員長

ほかに質疑はございませんか。

（「なし」と言う者あり）

それでは，これをもって質疑を終わります。

これより採決に入ります。

お諮りいたします。

商工労働観光部関係の付託議案は，これを原案のとおり可決すべきものと決定すること

に御異議ございませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

御異議なしと認めます。

よって，商工労働観光部関係の付託議案は，原案のとおり可決すべきものと決定いたし

ました。

【議案の審査結果】

原案のとおり可決すべきもの（簡易採決）

議案第２号，議案第８号，議案第22号，議案第23号，議案第24号

以上で，商工労働観光部関係の審査を終わります。

次に，お諮りいたします。

委員長報告の文案はいかがいたしましょうか。

（「正副委員長一任」と言う者あり）

それでは，そのようにいたします。

次に，当委員会の閉会中継続調査事件についてお諮りいたします。
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お手元に御配付の議事次第に記載の事件については閉会中に調査することとし，その旨

議長に申し出いたしたいと思いますが，これに御異議ございませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

御異議なしと認めます。

よって，さよう決定いたしました。

これをもって，経済委員会を閉会いたします。（13時56分）
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